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仙台市パブリックコメント手続きに関する運用指針 

（平成 22年 7月 22日市民局長決裁） 

 

 

１ 趣旨 

この運用指針は、仙台市パブリックコメント手続きに関する要綱（平成 22年 7月 22日市長決裁。

以下「要綱」という。）に基づき、パブリックコメント手続きを実施する際の実施機関の統一的ルー

ルを定めるものです。 

 

２ 目的（第１条関係） 

（１）パブリックコメント手続きは、「市民の市政への参画の促進」（以下「市民参画の促進等」とい

う。）を図るとともに、市民に対する市の説明責任を果たし、「政策形成過程の公正性の確保及び透

明性の向上」を確保するものです。 

（２）パブリックコメント手続きは「市民参画の促進等」のための手法のひとつであり、この他、ア

ンケートや説明会、ワークショップ等の様々な手法の中から効果的な手法を組み合わせて実施する

ことにより、市民参画の促進等を図るものとします。 

 

３ 定義（第２条関係） 

パブリックコメント手続きは、要綱に掲げるパブリックコメント手続きの対象となる計画等を策

定するにあたり、計画等の案に対する市民の意見を収集し、計画等の策定にはそれらの意見を十分

考慮するとの趣旨で行うものです。実施機関は、提出された意見に対して考え方を公表する応答義

務を負います。 

 

４ 対象（第３条関係） 

（１）「市の基本的な施策に関する計画、方針、指針等の策定」とは、市政全般又は個別の行政分野

における中長期的展望に基づく基本的な方向性及び総合的な施策展開の構想を明らかにする計画

等で、対象地域が全市的であるものの策定をいい、計画、方針、指針、構想、ビジョン、プラン

等その名称は問いません。したがって、単年度の施策を記載した実施計画や、対象地域が限定的

であり、広く市民に意見を求める手法をとることが適当でないと判断される計画等は対象外とし

ますので、これらについては、アンケートやワークショップその他より適切な手法により市民参

画の促進等を図るものとします。 

（２）「普通地方公共団体は、義務を課し、又は権利を制限するには、法令に特別の定めがある場合

を除くほか、条例によらなければならない。」（地方自治法第１４条第２項）とされていますが、

市民の権利義務にかかわる条例の制定の基礎となる計画等の案を策定する場合に、パブリックコ

メント手続きを実施するものとします。また、「市税の賦課徴収並びに分担金、使用料及び手数

料の徴収に関する事項」については、地方自治法第７４条第１項の規定において、「地方税の賦

課徴収並びに分担金、使用料及び手数料の徴収に関するもの」が条例の制定又は改廃の直接請求

の対象とされていないことを踏まえ、次号に該当する場合を除き、パブリックコメント手続きの

対象としません。 
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（３）第１号及び第２号の計画等以外であっても、広く市民に効果や影響が及ぶ計画等で、内容から

パブリックコメント手続きの対象とすることが適当なものについては、「実施機関が必要と認め

るもの」として、パブリックコメント手続きを実施するものとします。 

（４）具体的な計画等が、要綱によるパブリックコメント手続きの対象となるかどうかは、実施機関

が、その計画の趣旨、目的、対象、影響を及ぼす範囲等を総合的に勘案して判断すべきものです。

また、実施機関において市民に対しその判断の説明責任を負うことになります。 

 

５ 対象の適用除外（第４条関係） 

（１）「計画等の策定に緊急を要すると認める場合」とは、パブリックコメント手続きの実施に係る

所要期間の経過等で計画等の策定時期が遅くなることにより、計画等の効果が損なわれる等の理

由で、パブリックコメント手続きを経る時間がない場合をいいます。 

（２）「計画等の変更の程度が軽微と認める場合」とは、大幅な改正または基本的な事項の改定を伴

わないものや、上位の計画等の変更に伴い一部の表現を変更する場合をいいます。 

（３）「計画等の策定における内容の決定に裁量の余地がないと認める場合」とは、法令や国、県の

計画等に本市が規定すべき内容が詳細に定められており、その定めに沿って策定する場合をいい

ます。 

（４）「パブリックコメント手続きに準じた手続きを経て行った報告、答申等に基づいて、計画等を

策定する場合」とは、審議会、協議会等の附属機関等で既にパブリックコメント手続きに準じた

手続きを実施したうえで報告、答申等がなされ、実施機関がその報告、答申等を尊重して計画等

を策定する場合をいいます。 

 

６ 意見の公募（第５条関係） 

（１）パブリックコメント手続きでは、より広く市民の意見を求めるため、あらかじめ当該計画の案

を公表し、十分な理解を深めてもらうものとします。 

（２）関連資料については、次に例示するものなどから、必要に応じて準備します。 

① 当該計画等の案を作成した趣旨、目的及び背景 

② 当該計画等の案の概要 

③ 根拠法令 

④ 計画の策定及び改定にあっては、上位計画の概要 

⑤ 当該計画等の案の実施に伴い予測される影響の程度及び範囲 

⑥ 当該計画等の案を立案するに際して整理した論点等 

⑦ 附属機関等において審議又は検討した場合は、当該審議又は検討の概要が分かる書類 

 

７ 計画等の案の公表（第６条関係） 

（１）計画等の案の公表は、実施機関や市民利用施設等への資料の備え付け、市ホームページへの掲

載、報道機関に対する発表により行います。また、必要に応じて、市政だよりへの掲載等の方法

により行います。 

（２）計画等の案の公表にあたって視覚障害やその他障害のある方から要望があった場合には、点字・

拡大文字・ルビ付きの資料や音声読み上げソフト対応可能な電子データ（テキスト形式等）など

による情報提供に配慮する必要があります。 
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８ 意見の公募期間（第７条関係） 

意見の公募期間については、市民が意見を提出するために必要な時間を十分確保した上で、その 

計画等の案等の内容の重要度や意思決定を行うまでのスケジュールを勘案し、適宜定めるものとし 

ます。なお、この意見公募期間を長くすることにより、より多くの意見を募集できる反面、迅速性 

を欠くこと等が想定されるため、一つの目安として、標準的な意見公募期間をおおむね１か月とす 

るものです。 

 

９ 意見の提出方法（第８条関係） 

（１）より容易に意見の提出ができるよう、次に例示するものの中から出来るだけ多くの意見の提出

方法を示して、意見の公募を行うものとします。 

  ① 郵便 

  ② ファクシミリ 

  ③ 市ホームページ（電子申請システム） 

  ④ 電子メール 

  ⑤ その他実施機関が必要と認める方法 

（２）障害のある方から前記のいずれの方法によっても意見を提出できない旨の申し出があった場合

は、その障害の状況に応じた提出方法（点字や音声記録媒体等による提出を認める、もしくは口

頭で提出された意見を文書化し本人に読み聞かせて誤りのないことを確認した上で意見として受

け付けるなど）について相談し、意見提出者の状況に応じて適切に取り扱うものとします。 

（３）責任ある意見を求めるため、原則として住所及び氏名（団体の場合は名称、所在地、代表者の

氏名）の記載を求めることとします。ただし、本制度の趣旨に照らし、住所又は氏名が記載され

ていない意見であっても受け付けるものとします。 

 

１０ 提出された意見の取り扱い（第９条関係） 

（１）パブリックコメント手続きは、住民投票とは異なり、市の計画等の賛否を問うものではなく、

また、提出された意見の数の多寡で当該意見を取り入れるかどうかを決めるものでもありません。

提出された意見の内容を十分考慮して、計画等に反映すべきか適切に判断するものとします。 

（２）パブリックコメント手続きを実施して計画等を策定した場合、修正の有無にかかわらず、原則

として提出された意見及び提出された意見に対する考え方を、計画等の策定時にあわせて公表す

るものとします。ただし、単に賛否の結論だけを示した意見については考え方を示さないこと、

提出された意見が大量又は類似のものが多い場合は必要に応じて要約または整理するものとして

差し支えありません。また、提出された意見を踏まえて、公表した案を修正した場合には、その

修正内容及び修正理由を公表するものとします。 

（３）提出された意見の公表は、原則として、計画等の案の公表において用いた手法により行うもの

とします。 

（４）提出された意見の公表にあたっては、仙台市情報公開条例や個人情報の保護に関する法律その

他関係法令等における非開示情報に相当する情報の部分を除いて行うものとします。 
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１１ 実施状況の周知（第１０条関係） 

（１）ここで規定する「市長」の事務は、市民局区政部広聴課長（以下「広聴課長」という。）が行い

ます。 

（２）実施機関は、意見の公募を行うときには「パブリックコメントホームページ掲載依頼書（実施

告知用）」（様式 1）、意見の公表を行うときには「パブリックコメントホームページ掲載依頼書（実

施報告用）」(様式 2)により、広聴課長に届け出ます。広聴課長は、提出のあった案件の一覧表を

作成し、市ホームページへの掲載等により公表するものとします。 

（３）前号の規定により広聴課長が公表する市ホームページにおいて、広聴課長は計画等についての

案件の名称及び意見募集期間のみを掲載するものとし、意見公募期間、意見の提出方法、計画等

の案の入手方法及び問い合わせ先等については、実施機関の管理するホームページで公表します。 

（４）パブリックコメント手続きについての市ホームページへの掲載（要綱第６条第１項第２号に掲

げた計画等の案、要綱第９条第２項に掲げた提出された意見及び提出された意見に対する考え方

などの市ホームページへの掲載）については、原則として、パブリックコメント手続きを経て当

該計画等が実施されている期間中、継続するものとします。 

 

１２ その他（第１１条関係） 

この運用方針に定めるもののほか、パブリックコメント手続きの実施について必要な事項があれ

ば、別に定め、統一のルールで実施していきます。 

 

  附 則 

 この運用指針は、平成 22年 8月 1日から実施する。 

  附 則（平成 23年 12月 15日改正） 

 この改正は、平成 23年 12月 15日から実施する。 

  附 則（平成 28年 6月 22日改正） 

 この改正は、平成 28年 7月 1日から実施する。 

附 則（令和 2年 2月 18日改正） 

 この改正は、令和 2年 2月 25日から実施する。 

附 則（令和 3年 3月 17日改正） 

 この改正は、令和 3年 4月 1日から実施する。 

附 則（令和 4年 3月 17日改正） 

 この改正は、令和 4年 4月 1日から実施する。 

附 則（令和 5年 4月 1日改正） 

 この改正は、令和 5年 4月 1日から実施する。 

 


